【国交省ベース茅野市対応】
※国交省様式を茅野市対応にアレンジしたものです。
内容・表現等は一例です。必要な部分を活用して作成に役立ててください。
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１　計画の目的
この計画は、水防法第１５条の３第１項及び土砂災害防止法第８条の２に基づき、「特別養護老人ホーム○○○」(以下、「本施設」という。) 利用者の洪水・内水及び土砂災害の発生または発生のおそれがある場合における円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。また、作成した避難確保計画に基づいて、安全な避難行動を確実に行うことができるよう、防災教育や訓練を行い、施設の職員や利用者に対して災害に関する知識を深めるとともに、訓練等を通して課題等を抽出し、必要に応じてこの計画を見直ししていくものとする。
２　計画の報告
計画を作成及び必要に応じて見直し・修正をしたときは、水防法第１５条の３第２項及び土砂災害防止法第8条の2第2項に基づき、遅滞なく、当該計画を茅野市長へ報告する。

　 　○様式１～６は市町村長に提出（様式６は自衛水防組織を設置した場合のみ）
　　　○様式７～１２は個人情報を含むため施設で管理。（提出の必要なし。）

３　計画の適用範囲
この計画は、本施設に勤務又は利用する全ての者に適用するものとする。

４　概　要
（１）【施設の状況】

	施設名
	
	住　所
	

	連絡先
	代表者
	
	TEL
	

	
	メール
	
	FAX
	

	建　物
	構造
	
	階数
	階建
	部屋数
	

	営業形態

	営業時間
	平　日
	休　日（日、休日）

	DAY
	～
	～

	短期
	～
	～

	入居
	～
	～

	
	利用者
	施設職員
	利用者
	施設職員

	昼　間
	名
	名
	名
	名

	夜　間
	名
	名
	名
	名

	保有設備等

	車　両
	福祉車両　　　　　台
乗車可能数　歩行可能者　　名
ｽﾄﾚｯﾁｬｰ　　台　車椅子　　　台
	乗用車　　　　台
乗車可能数　　歩行可能者　　名
車椅子　　　台　

	その他
	（例）非常発電機　　　　台
（例）ＡＥＤ　　　台


※人数は施設利用者・職員ともに定員又は計画数を記入
（２）災害が予想される場合の営業判断
大型台風、豪雨が予想される場合等において、事前に臨時休業とする基準を以下のとおりとする。
・午前○時の時点又は営業中から夜間において、全県下（又は諏訪圏下）に、次のいずれかが発表又は発表される可能性がある場合は、通院（所）部門を臨時休業とすることを利用者には事前に知らせておくものとする。
　　　ｱ　暴風警報又は特別警報
　　　ｲ　大雨警報又は特別警報
　　　ｳ　洪水警報

（３）保護者への入居者等引渡し
・入居者及びその保護者等には、あらかじめ、契約時等に「災害時の避難場所」、「災害時等の引渡し事項・要領」を申し合わせておく。
・「注意体制」において、保護者等への事前連絡を行い、引渡しの可否を確認する。引渡しは、「警戒体制」までに行うことを基本とする。
※「非常体制」への移行及び避難行動中の引渡しは、混乱、避難者の把握困難、引き受け者の被災等危険を伴うため行わないことが望ましい。
（４）通報・報告
　①通報・報告先
　・○○区自主防災組織（○○区防災本部）
・○○地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
・茅野市災害対策本部
※上記の内1カ所への通報でよいが、地域での対応、被害状況、安否状況を把握するため○○区防災本部、○○地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰへの通報・報告が望ましい。（緊急の場合は、茅野市災害対策本部へ直接通報又は通信可能場所）
　　　　　したがって、施設の属する付近の自主防災組織、地区ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰとの通報要領・手段について、事前の調整、協定等による連携強化が必要となる。
②手段
・使用可能な通信手段を使用（電話・FAX・メール等）
・電話等の使用不能の場合（停電・不通）
　ｱ　トランシーバー（相手先：　　　　）
ｲ　伝令・口頭（通報先：　　　　　　）
※停電時でも○○区防災本部からは「防災無線」による市への通信が常時可能であるため、○○区防災本部への連絡手段を確認・確立しておく必要がある。
③通報・報告内容
・災害発生、被害状況
・避難の開始・完了、安否状況
・要救助等支援要請
５　防災体制
（１）防災体制確立の判断時期に基づき、注意、警戒、非常の体制をとり、管理権限者が定めた統括管理者のもと、総括情報班、避難誘導班及び警戒支援班が避難誘導等の活動を行う。
《自衛水防組織を設置しない場合》
　防災体制確立の判断時期に基づき、注意、警戒、非常の体制をとり、管理権限者のもと情報収集伝達要員、避難誘導要員が避難誘導等の活動を行う。

【防災体制確立の判断時期及び役割分担】（一例）


　
（２）土砂災害に対する避難基準


・市からの気象情報、避難情報に基づく判断
　　　災害対策本部から、施設周辺地域、「○○地区」に対する、以下の情報や警戒レベル、避難情報等の発表があった場合には避難に関する行動を開始する。

　　　ｱ　気象情報：「土砂災害警戒情報」
　　　ｲ　避難情報：「警戒レベル３、避難準備・高齢者等避難開始」以上
　※気象庁や県は、「諏訪圏域に、茅野市に」といった広範囲の表現で地区を特定しません。
茅野市災害対策本部（こうほうちの）は、「○○地区に」という限定的な表現でお知らせするため、錯誤することのないように注意が必要。
・自主避難の判断
施設の周辺や警戒区域において、以下に示すような土砂災害の前兆現象を確認した場合は、市役所等の情報を待つことなく自主的な避難を開始する。
前兆現象については、安全確保のため、施設内から確認できる範囲で把握し、市防災対策本部、消防署等に報告する。
＜土砂災害の前兆現象＞
・がけの表面に水が流れ出す。　　　　・がけから水が噴き出す。
・小石がパラパラと落ちる。　　　　　・がけからの水が濁りだす。
・がけの樹木が動く、傾く。　　　　　・樹木の根の千切れる音がする。
・樹木の倒れる音がする。　　　　　　・がけに割れ目が見える。
・斜面がふくらみだす。　　　　　　　・地鳴りがする。
・異臭(生臭い等)がする。
※上記の前兆現象は過去の事例の一般的なものであり、すべてが該当するものではありません。通常時の状況を把握し、異常を察知しましょう。

【参考】避難勧告等により立退き避難が必要な居住者等に求める行動
立退き避難が必要な居住者等に求める行動
	【警戒レベル３】
避難準備・高齢者等避難開始
	高齢者等避難
・避難に時間のかかる要配慮者とその支援者は立退き避難する。
・その他の人は立退き避難の準備を整えるとともに、以後の防災気象情報、水位情報等に注意を払い、自発的に避難を開始することが望ましい。
・特に、突発性が高く予測が困難な土砂災害の危険性がある区域や急激な水位上昇のおそれがある河川沿いでは、避難準備が整い次第、当該災害に対応した指定緊急避難場所へ立退き避難することが強く望まれる。

	【警戒レベル４】
避難勧告
避難指示（緊急）

	全員避難
〇指定緊急避難場所等への立退き避難を基本とする避難行動をとる。
・予想される災害に対応した指定緊急避難場所へ速やかに立退き避難する。
・指定緊急避難場所への立退き避難はかえって命に危険を及ぼしかねないと自ら判断する場合には、「近隣の安全な場所」※1 への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋内安全確保」※2を行う。
＜市町村から避難指示（緊急）が発令された場合＞
〇災害が発生するおそれが極めて高い状況等となっており、緊急に避難する。
・指定緊急避難場所への立退き避難に限らず、「近隣の安全な場所」※1への避難や、少しでも命が助かる可能性の高い避難行動として、「屋内安全確保」※2 を行う。
・避難指示（緊急）は、地域の状況に応じて緊急的又は重ねて避難を促す場合などに発令されるものであり、必ず発令されるものではないことに留意する。

	【警戒レベル５】
災害発生情報
	災害発生
・既に災害が発生している状況であり命を守るための最善の行動をとる。
・市町村が災害発生を確実に把握できるものではないため、災害が発生した場合に、必ず発令されるものではないことに留意する。


※1 近隣の安全な場所：指定緊急避難場所ではないが、近隣のより安全な場所・建物等
※2 屋内安全確保：その時点に居る建物内において、より安全な部屋等への移動
注 突発的な災害の場合、市町村長からの避難勧告等の発令が間に合わないこともあるため、自ら警戒レベル相当情報等を確認し避難の必要性を判断するとともに、身の危険を感じたら躊躇なく自発的に避難する。特に、津波について、居住者等は、津波のおそれがある地域にいるときや海沿いにいるときに、地震に伴う強い揺れ又は長時間ゆっくりとした揺れを感じた場合、気象庁の津波警報等の発表や市町村長からの避難指示（緊急）の発令を待たずに、居住者等が自発的かつ速やかに立退き避難をすることが必要である。
（出典：避難勧告等に関するガイドライン②（発令基準・防災体制編）（平成３１年３月内閣府（防災担当）） 

６　情報収集・伝達
（１）情報収集

収集する主な情報及び収集方法は、以下のとおりとする。

	　収集する情報
	収集方法

	気象情報

・大雨情報
・台風情報等
	○情報提供機関
茅野市防災気象情報（降雨量）・テレビ・ラジオ・インターネット（ウェブサイト）
○茅野市（災害対策本部）
　防災無線放送（こうほうちの）、防災メール

	洪水・河川水位情報
土砂災害情報
・洪水注意報（警報）
・氾濫警戒（危険・発生）
・土砂災害警戒情報
	○茅野市（災害対策本部）
　防災無線放送（こうほうちの）、防災メール
○ｘｘ区自主防災組織防災情報
区内放送、水防団情報等
○長野県河川砂防情報ステーション（河川水位情報）
○SUWARIKA（水位計情報サイト）

○情報提供機関
テレビ・ラジオ・インターネット（ウェブサイト）

	避難情報
【警戒レベル３以上の発令】
・避難準備・高齢者等避難開始
・避難勧告、避難指示（緊急）
	○茅野市（災害対策本部）
　防災無線放送（こうほうちの）、防災メール
○ｘｘ区自主防災組織防災情報
区内放送、水防団情報等
○長野県河川砂防情報ステーション
河川水位情報

	その他
・周辺の災害情報・状況
	○施設職員による目視警戒情報
施設周辺の浸水状況（但し、安全に配慮して危険な場所に近づかないよう施設内から実施）
○水防団、消防団、避難者からの情報


・茅野市の発令する避難情報には必ず従う。
その他の情報については、水防団、降雨量、河川、水路や施設周辺の状況等を総合的に分析し、自主避難行動に関する判断の資とする。
・「こうほうちの」や区内放送を聴取できる戸別受信機等を設置する。

・停電時は、ラジオ、タブレット、携帯電話、トランシーバー等を活用して情報を収集するものとし、これに備えて、乾電池、予備バッテリー等を備蓄する。
　
（２）情報伝達

・「施設内緊急連絡網」に基づき、また、館内放送や掲示板を用いて、体制の確立状況、気象情報、洪水予報等の情報を施設内関係者間で共有する。

・徒歩、公共交通機関等を用いての広域避難が困難な者がいる場合には、避難困難者の状態や人数について、○○区防災本部又は茅野市災害対策本部（○○ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ経由）に報告し対応を検討する。
　（３）地域との協力体制　（協定、覚書等ある場合は必ず添付してください）。
施設周辺の地域（地区・区、事業者等）との「○○と・・・防災協定」により相互支援・援助協力を行う。詳細については、以下のとおり。（内容・・・・・・・・・・）　　　
７　避難誘導
避難誘導については、次のとおり行う。
（１）避難場所
避難場所は下表及び「別紙１　避難経路図」のとおりとする。
（例１）本施設の立地は、ハザードマップ想定浸水深（○ｍ～○ｍ）が建物最上階に至るため、早期の立ち退き避難を基本とする。利用者、職員全員が避難に要する時間を勘案し、要配慮者の避難を優先させる。なお、避難が間に合わず、夜間や気象状況により屋外での移動が危険と判断する場合には、（建物が堅牢で家屋倒壊のおそれがない場合）屋内での安全確保を図る。その場合に備え、備蓄物資を用意する。
※浸水深が大きく、施設上層階が浸水するおそれがある場合、浸水継続時間が長く長期的に孤立するおそれがある場合、及び家屋倒壊等氾濫想定区域に位置する場合は「立ち退き避難（水平避難）」する。浸水によっても機能確保できる場合は垂直避難することも出来る。提携医療機関等への避難も選択肢の一つである。患者に合わせて移動手段に配慮する。避難場所等への立ち退き避難（水平避難）が危険な場合は、近隣の安全な場所や建物のより安全な部屋等へ移動する。
（例２）本施設周辺におけるハザードマップ想定浸水深（○ｍ～○ｍ）が浅く、建物が堅牢で家屋倒壊のおそれがないため、屋内上層階での安全確保（垂直避難）を図るものとする。その場合に備え、備蓄物資を用意する。

（２）避難経路
施設周辺の避難場所、避難経路については、「別紙１　避難経路図」。施設内の避難経路等については「別紙２　施設内の避難経路及び防災関連配置」のとおり。
（３）避難誘導
避難場所までの移動距離及び移動手段は、以下のとおりとする。
	
	名　称
	移動距離
	移動手段・所要時間

	★立ち退き避難（水平避難）の場合

	避難場所１
(関連施設)
	
	（　　　　m）
	□徒歩（　　分）（総所要時間　　　分）

	
	
	
	□車両（　　分）（総所要時間　　　分）

	避難場所２
(関連施設)
	
	（　　　　m）
	□徒歩（　　分）（総所要時間　　　分）

	
	
	
	□車両（　　分）（総所要時間　　　分）

	指定避難所
	
	（　　　　m）
	□徒歩（　　分）（総所要時間　　　分）

	
	
	
	□車両（　　分）（総所要時間　　　分）

	★屋内安全確保（垂直避難）の場合

	避難場所

優先順位１
	
	
	

	避難場所

優先順位２
	
	
	


８　避難の確保を図るための施設の整備
情報収集・伝達及び避難誘導の際に使用する資器材等については、下表「避難確保資器材等一覧」に示すとおりである。

避難確保資器材一覧
	対象
	備　蓄　品

	情報収集
・伝達
	□名簿（従業員、施設利用者）

□テレビ　□ラジオ　□タブレット（パソコン）□ファックス　□携帯電話
□懐中電灯  □電池  □携帯電話用バッテリー　□トランシーバー　□雨衣

	避難誘導
	□名簿（従業員、施設利用者）　□案内旗　□タブレット　□携帯電話
□懐中電灯　□携帯用拡声器　□電池式照明器具　□電池　□蛍光塗料
□携帯電話用バッテリー　□ライフジャケット　□トランシーバー　□雨衣

	施設内の
一時避難
	□水（１人あたり　　ℓ）　□食料（１人あたり　　食分）
□寝具　□防寒具　□感染症対策品　□常備薬

	高齢者
	□おむつ・おしりふき　□感染症対策品　□常備薬　□雨衣　□着替え

	障害者
	□常備薬　□着替え　□雨衣

	乳幼児
	□おむつ・おしりふき　□おやつ・ミルク　□おんぶひも　□着替え　□雨衣

	そのほか
	□ウェットティッシュ　□ゴミ袋　□タオル　□体温計　□感染症対策品
□（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	浸水を防ぐための対策

	□土嚢　　□止水板
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


・これらの資器材等については、日頃からその維持管理に努めるものとする。

・避難確保資機材等の格納場所は「別紙2　施設内の避難経路及び防災関連配置」に示す。
９　防災訓練及び教育の実施《記載例》
（１)　防災教育
施設管理者は、洪水、土砂災害の危険性や前兆現象等、警戒避難体制に関する事項について、施設職員に対して教育・研修を行い、情報伝達や自主避難の重要性を理解するよう努める。また、教育・研修は訓練と合わせて計画することを基本とする。主な教育内容は以下のとおり。
ｱ　施設周辺の洪水想定
ｲ　土砂災害の前兆現象について(土砂災害区域に該当しない場合は省略可)
ｳ　風水害の情報収集及び伝達体制
ｴ　避難場所、避難経路及び避難判断・誘導
ｵ　本避難確保計画の周知　　
（２)　防災訓練
避難訓練は教育・研修と一連で実施することを基本とし、全職員を対象に、洪水、土砂災害に対する利用者の安全を確保するために避難確保計画の実効性、問題点を抽出、改善し、避難確保計画の改正の資とする。

ｱ　各職員の配置における任務、物品の確認
ｲ　情報収集による避難判断及び伝達
ｳ　避難訓練（要介護度、要支援状態に応じた避難手法、避難方法など）
（３） 訓練の実施時期
教育・訓練は、出水期前に行うことを基本とし、以下を考慮し年間概ね○回行う。
ｱ　異動、新規採用職員に対する研修及び訓練を実施する。新規採用職員の訓練は全職員を対象とした訓練と同時に実施することを基本とし、年度途中で新規採用者等がある場合は、別途研修を計画し、机上訓練等を実施する。
ｲ　全職員を対象とした情報収集・伝達及び避難誘導訓練を出水期前（6月まで）に実施する。
ｳ　定期的（毎月第○△曜日を「○○の日」）に、緊急連絡網の確認、防災関係物品の点検等の個別教育・訓練を行い、全職員の防災意識の維持向上を図る。
（４） 年間計画
年度初めに年間の教育及び訓練計画を作成する。

※既存の「年間業務計画」「消防計画」がある場合は、併記することでも可
10　自衛水防組織の業務に関する事項

※自衛水防組織を設置する場合には、様式７を参考に加筆・修正してください。

また、あわせて別添、別表１・２を作成してください。

（１）別添「自衛水防組織活動要領（案）」に基づき自衛水防組織を設置する。

（２）自衛水防組織においては、以下のとおり訓練を実施するものとする。

・毎年〇月に新たに自衛水防組織の構成員となった従業員を対象として研修を実施する。

・毎年〇月に行う全従業員を対象とした訓練に先立って、自衛水防組織の全構成員を対象として情報収集・伝達及び避難誘導に関する訓練を実施する。

（３）自衛水防組織の報告

自衛水防組織を組織または変更をしたときは、水防法第１５条の３第２項に基づき、遅滞なく、当該計画を市町村長へ報告する。

　（４）組織　
　（令和●年○月現在）
	管理権限者
	（施設長）
	

	総括管理者
	（防災委員長）
	代行者（　　　　　）　


　　　
	（防災センター）
総括情報班

	担当者
	役　割

	
	班長（　　　　　　）
	□自衛水防活動の指揮統制

□状況の把握、情報内容の記録
□館内放送等による情報伝達、避難の呼び掛け
□洪水予報等の情報の収集
□関係者及び関係機関との連絡

	
	班員（　　　　　　）名
	

	
	・
・
・
・
	


	避難誘導班
	担当者
	役　割

	
	班長（　　　　　　）
	□避難誘導の準備・実施

□避難名簿の確認・把握

□避難要配慮者の支援
□未避難者、要救助者の確認


	
	班員（　　　　　　）名
	

	
	・
・
・

・
	


	警戒・支援班
	担当者
	役　割

	
	班長（　　　　　　）
	□施設、施設周辺の警戒
□車両要員
運行、乗降支援、物資積降ろし
□自衛水防活動の支援
□避難誘導の支援
□要救助者への対応

	
	班長（　　　　　　）名
	

	
	・
・
・
・
	


　　　※「警戒・支援班」は国交省版にはないものです。「総括情報班」と「避難誘導班」だけでは、網羅しきれない部分を補うための班です。人的に余裕がない場合は、当該班の役割を確認して下さい。
　　　　

11　防災教育及び訓練の年間計画作成例





12　施設利用者緊急連絡先一覧表

	施設利用者
	緊急連絡先
	その他
（緊急搬送先等）

	氏名
	年齢
	住所
	氏名
	続柄
	電話番号
	住所
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


13　緊急連絡網（従業員用／利用者家族用）

	


	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	



14　外部機関等への緊急連絡先一覧表
	連絡先
	担当部署
	担当者氏名
	電話番号
	連絡可能時間
	備考

	茅野市（防災担当）
	防災課
市災害対策本部
	災害対策本部員
	0266-72-1201(182)
	常時
	

	茅野市（福祉担当）
	
	
	
	
	

	○○ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
	○○地区対策本部
	
	
	
	

	○○区自主防災組織
	○○区防災本部
	
	
	
	

	消防署
	
	
	
	
	

	警察署
	
	
	
	
	

	避難誘導等の支援者
	
	
	
	
	

	医療機関
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


15　対応別避難誘導方法一覧表

	対応内容
	氏名
	避難先
	移動手段
	担当者
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	




別　添　

「自衛水防組織活動要領（例）」

（自衛水防組織の編成）
第１条　管理権限者は、洪水時等において避難確保計画に基づく円滑かつ迅速な避難を確保するため、自衛水防組織を編成するものとする。
２　自衛水防組織には、統括管理者を置く。
(１)　統括管理者は、管理権限者の命を受け、自衛水防組織の機能が有効に発揮できるよう組織を統括する。
(２)　統括管理者は、洪水時等における避難行動について、その指揮、命令、監督等一切の権限を有する。
３　管理権限者は、統括管理者の代行者を定め、当該代行者に対し、統括管理者の任務を代行するために必要な指揮、命令、監督等の権限を付与する。
４　自衛水防組織に班を置く。
(１)　班は、総括・情報班、避難誘導班及び警戒・支援班とし、各班に班長を置く。
(２)　各班の任務は、別表１に掲げる任務とする。
(３)　 ○○室（最低限、通信設備を有するものとする）を防災センターとして、自衛水防組織の活動拠点とし、防災センター勤務員及び各班の班長を自衛水防組織の中核として配置する。
（自衛水防組織の運用）
第２条　管理権限者は、従業員の勤務体制（シフト）も考慮した組織編成に努め、必要な人員の確保及び従業員等に割り当てた任務の周知徹底を図るものとする。
２　特に、休日・夜間も施設内に利用者が滞在する施設にあって、休日・夜間に在館する従業員等のみによっては十分な体制を確保することが難しい場合は、管理権限者は、近隣在住の従業員等の非常参集も考慮して組織編成に努めるものとする。
３　管理権限者は、災害等の応急活動のため緊急連絡網や従業員等の非常参集計画を定めるものとする。
（自衛水防組織の装備）
第３条　管理権限者は、自衛水防組織に必要な装備品を整備するとともに、適正な維持管理に努めなければならない。
(１)　自衛水防組織の装備品は、別表２「自衛水防組織装備品リスト」のとおりとする。
(２)　自衛水防組織の装備品については、防災センター近傍に保管し、統括管理者が必要な点検を行うとともに点検結果を記録保管し、常時使用できる状態で維持管理する。
（自衛水防組織の活動）
第４条　自衛水防組織の各班は、避難確保計画に基づき情報収集及び避難誘導等の活動を行うものとする。　　

別表１

「自衛水防組織の編成と任務」

	管理権限者
	（　　　　）
	

	総括管理者
	（　　　　）
	代行者（　　　　　）　


	（防災センター）
総括情報班

	担当者
	任　務

	
	班長（　　　　　　）
	□自衛水防活動の指揮統制

□状況の把握、情報内容の記録
□館内放送等による情報伝達、避難の呼び掛け
□洪水予報等の情報の収集
□関係者及び関係機関との連絡

	
	班員（　　　　　　）名
	

	
	・
・
・
・
	


	避難誘導班
	担当者
	任　務

	
	班長（　　　　　　）
	□避難誘導の準備・実施

□避難要配慮者の支援
□未避難者、要救助者の確認


	
	班員（　　　　　　）名
	

	
	・
・
・

・
	


	警戒・支援班
	担当者
	役　割

	
	班長（　　　　　　）
	□施設、施設周辺の警戒
□車両要員
運行、乗降支援、物資積降ろし
□自衛水防活動の支援
□避難誘導の支援
□要救助者への対応

	
	班長（　　　　　　）名
	

	
	・
・
・
・
	



別表２
「自衛水防組織装備品リスト」
	任務
	装備品

	総括・情報班
	名簿・連絡網
従業員名簿、利用者名簿等
情報収集及び伝達機器

防災無線受信機、トランシーバー、テレビ、ラジオ、タブレット、携帯電話等
照明器具

懐中電灯、投光機等

	避難誘導班
	名簿・連絡網
従業員名簿、利用者名簿等
誘導の標識（案内旗等）
情報収集及び伝達機器

タブレット、トランシーバー、携帯電話等
照明器具

懐中電灯、投光機等

避難携行物品
その他
携帯用拡声器、誘導用ライフジャケット、蛍光塗料

	警戒・支援班
	車両
福祉車両、乗用車等
名簿・連絡網
従業員名簿、利用者名簿等
情報収集及び伝達機器

タブレット、トランシーバー、携帯電話等
照明器具

懐中電灯、投光機等
水防用具
土のう、止水板等


【避難場所への避難経路】
浸水害・洪水時の避難場所及び避難経路は、洪水ハザードマップの想定浸水域及び浸水深から、以下のとおりとする。



【施設内の避難経路及び防災関連配置】
洪水時の施設内の避難経路は以下のとおり。併せて、防災施設位置を示す

土砂災害区域に該当しない場合は記載不要





様式１





様式２





様式３





様式４





様式５





様式６





別紙１





別紙２





様式７





様式８





様式９





様式10





様式11





自衛水防組織を設置する


場合のみ作成





土砂災害区域に該当しない場合は記載不要





様式１





土砂災害区域に該当しない場合は記載不要





様式２





※大型台風の襲来が予想され、公共交通機関の計画運休が予定されている場合、避難に関する準備をし（協定を締結した地域の企業等と連携して）早めに避難を開始する。





非常体制確立





警戒体制確立





総括情報班


避難誘導班


警戒支援班








誰が。何を。














・全員避難（避難を完了）


・避難状況の確認・報告








避難が間に合わない場合


・命を守る最善の行動





総括情報班


避難誘導班


警戒支援班











誰が。何を。








・洪水予報等の情報収集


・本部設置、班員確認


・使用する資器材、持出品の準備


・車両準備


・施設内、周辺警戒


・避難方針の決定・報告


・要配慮者避難誘導開始


・資器材の車両搭載








以下のいずれかに該当


・大雨(洪水)警報発令


・○○川ｘｘ水位情報





・【警戒レベル３】


避難準備・高齢者等避難開始の発令


・○○川氾濫警戒情報の発表





以下のいずれかに該当


・【警戒レベル４】


避難勧告又は避難指示（緊急）の発令


・○○川氾濫危険情報の発表


・【警戒レベル５】


災害発生情報





体制確立の判断時期





総括情報班


平日


昼間：


夜間：





休日


昼間：


夜間：





誰が。何を。








災害モードへ意識切替え


・気象情報、洪水予報等の情報収集


・職員招集


・対策本部設置準備


・要配慮者の避難準備


・保護者等への事前連絡


・○○区自主防災組織への連絡・事前協力依頼











以下のいずれかに該当


・【警戒レベル２】


・大雨注意報


・洪水注意報の発表


・大雨・台風に関する気象情報


・○○川氾濫注意情報


の発表


・○○川ｘｘ水位情報


・「警戒レベル３相当」情報）の発表





注意体制確立





対応要員





活動内容





体　制





土砂災害区域に該当しない場合は以下記載不要





様式３





様式４





様式５





様式５





様式６





様式７





情報収集伝達要員・避難誘導要員の任命や外部からの支援体制等を確認し、避難確保計画に反映します。





防災体制の確立・


避難確保計画の年度版作成





従業員への防災教育





避難訓練





施設利用者への防災教育





実施予定月日�
（�
�
月�
�
日）�
�






避難を円滑かつ迅速に確保するために、避難確保計画に基づく訓練を実施し、必要に応じて計画を見直します。





○防災体制と役割分担の確認、試行


○施設から避難場所までの移動にかかる時間の計測　など





○従業員の緊急連絡網の試行


○連絡後、全従業員の参集にかかる時間の計測　など





○従業員の緊急連絡網の試行


○家族等への情報伝達手段（メール・電話等）の確認、情報伝達の試行　など





○保護者の緊急連絡網の試行


○連絡後、全施設利用者を保護者に引き渡すまでにかかる時間の計測　など





○従業員の緊急連絡網の試行


○保護者への情報伝達手段（メール・電話等）の確認、情報伝達の試行　など





○水害の危険性や避難場所の確認


○緊急時の対応等に関する保護者、家族への説明など





○避難確保計画等の情報の共有


○過去の被災経験や災害に対する知恵の伝承など





情報伝達訓練





従業員の非常参集訓練





入所施設





通所施設





保護者への引き渡し訓練





情報伝達訓練
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避難確保計画の更新





様式８





既存の名簿等がある場合は、それを用いてもよい。名簿を作成することが困難な場合は、カルテ等を用いてもよい。





個人情報を含むため、提出不要





既存の名簿等がある場合は、それを用いてもよい。





個人情報を含むため、提出不要








�
�
�
�
 





上段に「氏名」、


下段に「連絡先（電話番号）」


を入れてください。





様式９





従業員用と施設利用者の保護者・家族用をそれぞれ作成してください。





一斉メールや災害用伝言ダイヤル（171）を


利用した連絡方法も確立しておきましょう。





様式10





既存の名簿等がある場合は、それを用いてもよい。


個人情報を含むため、提出不要











様式11





既存の名簿等がある場合は、それを用いてもよい。名簿を作成することが困難な場合は、カルテ等を用いてもよい。


個人情報を含むため、提出不要





該当番号を記入





避難場所へ移動


　１.単独歩行が可能　２.介助が必要　３.車いすを使用　４.ｽﾄﾚｯﾁｬｰや担架が必要　５.そのほか


そのほかの対応


　６.自宅に帰宅　７.病院に搬送　８.そのほか





自営水防組織を設置する場合のみ作成





自営水防組織を設置する場合のみ作成





自営水防組織を設置する場合のみ作成





別紙１











避難経路図





別紙２





避難経路図














